
(令和６年度計画及び過去の実績　令和５年度は見込み）

4,035 62,108 38,029 101,000 9 84,419 247,527 97.8%Ｒ０５年度

Ｒ０６年度 4,034 59,600 37,200 259,800 105.0%101,000 10 99,200

Ｒ０２年度 1,877 37,626 40,141 105,787 7 48,058

Ｈ２９年度 3,554 48,465 44,319 115,360 18 32,183

令和６年度事業計画について

業務別 研修事業① 試験事業② 発注者支援（受託）事業③ 事業収入（①+②+③）

金額
（千円）

金額
（千円）

前年比
対比年度

受講者数
金額

（千円）
試験本数

金額
（千円）

契約件数

Ｒ０４年度 3,019 49,491 43,333 108,624 11

Ｒ０３年度

94,889 253,004 111.7%

3,538 46,618 49,252 118,132 9

215,635 112.1%

191,471

38,43248,416

88.8%

2,792 118.3%226,48272,4659105,601

27,626

196,008 75.4%

192,376 98.1%

Ｒ０１年度 3,695 56,118 45,180 114,895 8 44,622

Ｈ３０年度

当建設技術センターは、公共事業の円滑な執行と、建設関連産業の発展に資するため、

令和６年度においても、研修、試験及び発注者支援（受託）の３事業を計画しています。 

 まず、「研修事業」においては、県土木技術職員及び市町村職員はもとより、広く建設産

業全般に携わる専門技術者の技術水準の向上を図るため発注者や受注者を対象とした各種

の研修を来年度も引き続き計画しています。 

 なお、建設業における人材の確保・育成を図るため、令和元年度から実施している初任

者を対象とした建設業初任者実務研修についても引き続き計画しています。 

また、「試験事業」については、これまでどおり建設工事の品質確保と信頼性の向上のた

め、工事に使用する各種資材の試験、研究を計画しています。 

最後に、「発注者支援（受託）事業」については、県内公共事業の円滑かつ効率的な執行

に寄与するため、県及び市町村発注工事の積算、県で実施される総合評価方式による落札

者決定に関する技術資料作成業務及び市町村が行う橋梁定期点検の代行業務などを引き続

き受託することとしています。 

注） 研修事業の金額は、研修受講収入、研修支援業務収入、テキスト販売収入を、また、試験

事業の試験本数及び金額は、共同試験場への委託による試験本数及び金額を含んでいます。

発注者支援（受託）事業の件数及び金額は、積算及び現場監督業務、技術審査照査等業務、

橋梁点検代行業務等の契約件数・金額です。 



１　研修事業について

 公共事業において活用されている技術等は、道路、河川、港湾、都市計画、下水道、砂

防など多岐多様な分野にわたっており、その内容は高度化・複雑化しておりますが、業務

に携わる土木技術職員には、これらの分野全般についての基礎知識はもとより、担当分野

についての専門知識を有していることが求められています。  

一方、近年の土木技術職員の減少や、現場における技術研鑽機会の減少による技術力低

下が懸念される中、災害の激甚化、頻発化をはじめ土木構造物等の品質確保や老巧化対策

が緊急の課題となっています。 

これらの状況を踏まえ、当センターでは、「建設工事の適正かつ円滑な施行」と「建設関

連業界の健全な発展」を促進するために、県・市町村及び建設産業職員の人材育成を目的

とした技術研修を行います。 

目的達成のために、表１のとおり初級者を対象とする基礎実務や技術力の向上を図る共

通実務、作業を体験し技術習得を行う体験実務、キャリアアップを目指す専門実務など体

系的な研修を引き続き計画しています。 

研修の受講者数については、令和５年度の実績数を参考に想定した数を設定しておりま

す。また、ＷＥＢ配信による遠隔講義や受講申し込みが多く在宅受講が可能な研修につい

てはＷＥＢ研修を実施する予定です。研修の実施段階においても、受講者にアンケート調

査をお願いして、研修にかかる要望や改善等の提案を聞いていきたいと考えています。 

なお、研修の申込方法について、これまでは FAX・メールにより申し込んで頂いていた

ものを受講者の利便性向上及び業務の効率化を図るため、今後はパソコンやスマートフォ

ン・タブレット端末で当センターのホームページ研修サイト（manaable）からのみ申し

込みを受け付ける形へ変更します。これにより受講申し込み状況の確認や研修当日の出席

確認、受講修了書の受領、アンケートの提出などもパソコンやスマートフォン・タブレッ

ト端末で出来るようになります。 

 

 【計画策定経緯】 

R5.4 ～R5.11 受講者アンケート 

R5.11～R5.1   県・市町村及び建設業協会等関係機関に「令和６年度研修事業に対する 

要望・意見等」聴取 

R6.2.7         研修担当者協議会 

 



コース名 内容 研修名

基礎実務
初級者を対象に実務に必要な基
礎を作る

土木の基礎、積算の基礎、○工事測量初級、○施工管
理、○災害復旧実務、発注者実務（基本編）、建築積算、
建設業初任者実務、●一部研修（土木事業の基礎）

地質調査と構造物設計、公共建築工事の施工管理、公共
事業と安全管理、インフラDX、熊本県の地質、新技術・新
工法

●二部研修（河川設計）

体験実務 実務作業を体験し技術修得を行う 電子納品検収（土木）、電子納品作成、JW-CAD、BV-CAD

専門実務（１） 基礎材料の知識を修得する コンクリート品質管理、アスファルト舗装、コンクリート

専門実務（２）
維持補修方法等の知識を修得す
る

道路メンテナンス、橋梁の補修・補強、構造物の補修・補
強、橋梁点検

専門実務（３）
様々な専門分野の知識を修得す
る

森林土木、ＰＣ上部工の施工管理、のり面、農業土木、砂
防実務、下水道、港湾・海岸、公園緑地、橋梁の計画・設
計、補強土壁

リーダー育成
専門的知識を修得するとともに実
践的なリーダーとしての力量を高
める

◆管理者研修（建築）

資格取得支援 国家資格等の取得を支援する ２級土木施工管理技士受験準備講習会

表１　研修体系

　　◆管理者研修（建築）は、３年周期で行う分割研修の一部

※土木技術県職員必須研修

共通実務
調査設計及び工事管理に関する
技術力の向上を図る

　　○工事測量初級、○施工管理、○災害復旧実務は、毎年度

　　●一部研修（土木事業の基礎）、●二部研修（河川設計）は、６年周期で行う分割研修の一部

※建築系技術県職員必須研修



表2　研修計画

表３　年度別研修受講者数

県職員
市町村職員
建設業等職員

ＢＶ-ＣＡＤ（初級・中級）
合計

受講者内訳

合　　　計

33
34
35
36
37

38
ＪＷ-ＣＡＤ（初級・中級）

24
25
26
27
28
29
30
31
32

12
13

16
17

19
20
21
22
23

15

18

1
2
3
4
5
6
7

9

11

8

38 118 1
積算の基礎（初級） 県（新採必須）・市町村・建設業等 33 52 33 118 1

No. 研　　修　　名 対　　象　　者
受　　　講　　　者

日数
県 市町村 建設業等 計

土木の基礎（初級） 県（新採必須）・市町村・建設業等 32 48

118 3
施工管理（受・発注者） 県・市町村・測量業・建設業等 30 50 300 380 4
工事測量初級（受・発注者） 県（新採必須）・市町村・建設業等 35 25 58

118 2災害復旧実務 県・市町村・測量業 21 36 61

地質調査と構造物設計 県・市町村・測量業・地質調査業 118 2
発注者実務（基本編） 市町村・県職員限定 20 30 50 1

15

1

道路メンテナンス 県・市町村・測量業 9 16 55
2

アスファルト舗装（受・発注者） 県・市町村・測量業・建設業等 18 43 159 220 2
コンクリート品質管理（受・発注者）

1
PC上部工の施工管理 建設業（A１）等 7 3 40 50 1
コンクリート

2
公共事業と安全管理 県・市町村・測量業・建設業等 8 18 92 118 2
橋梁の補修・補強 県・市町村・測量業・建設業等 8 15 95 118
公共建築工事の施工管理 県、市町村、建築業等 5 10 85 100

生コン業等 2 1 77 80

管理者研修（土木） 県（指定）・市町村・測量業 21 21 8 50

2
2

のり面 県・市町村・測量業・地質業・建設業等 7 4 99 110 1

構造物の補修・補強
インフラＤＸ 県・市町村・測量業・建設業等 9 4 207 220

70 1
砂防実務 県・測量業 7 4 39 50 1
農業土木 県・市町村・土地改良・測量業 13 17 40

89 100 1
建築積算 建築（設計）業等 5 5 40 50 3

港湾・海岸 県・市町村・測量業・建設業等 4 6 70 80 2
100 1一部研修（土木事業の基礎） 県（指定）・市町村・測量業 80 10 10

1

熊本県の地質 県・市町村・測量業・建設業等 13 4 101

県・市町村・測量業・地質業・建設業等 9 1 70 80

2級土木施工管理技士受験準備講習会 建設業職員等 0 0 80

118 1

80 1

下水道 県・市町村・測量業・建設業等 1 10

100 1
公園緑地 県・市町村・測量業・建設（造園）業等 10 10 70 90 1
二部研修（河川設計） 県（指定）・市町村・測量業 70 10 20

90 1

100 1
橋梁点検 県・市町村・測量業 3 4 63 70 2
橋梁点検（資格更新） 測量設計業 100

市町村・建設業等 15
78

電子納品作成・検収

50 3

新技術・新工法 県・市町村・測量業・建設業等 10 10 70 90 2

橋梁の計画・設計 県・市町村・測量業 10 10 30
補強土壁 県・市町村・測量業・建設業等 6 13 71

Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ０１年度 Ｒ０２年度 Ｒ０３年度

4建設業初任者実務 建設業初任者 10 10

6

県・測量業・建設業等 20 10 80 110 6
37 52

県・市町村・建設業等 45 15

583 131 340

614 621 2,799 4,034

549 495 205 336

10
43
19

60
51

530 486

75

4
18

　Ｒ０１年度 56,118
　Ｒ０２年度 37,626

表５　５年間の研修収入　　（千円）
年度別

1
1

617
549

Ｒ０４年度 Ｒ０５年度

594 548

森林土木 県・市町村・測量業

220
80

700

80

29,700
金　　額 金　　額

3,019 4,035

研修支援業務
テキスト販売

合　　　計

Ｒ６年度
（計画）

614
621

2,799
4,034

表４　令和６年度計画内訳　（千円）

県・市町村・測量業・建設業等 18 29 17310

14

2,411 2,441 2,617 1,541 2,116 2,138 2,932
3,554 3,538 3,695 1,877 2,792

351

研修事業収入
研修受講

59,600
　Ｒ０５年度（見込） 62,108
　Ｒ０６年度 59,600

29,200
　Ｒ０３年度 48,400
　Ｒ０４年度 49,491



２　試験事業について

表６　令和６年度計画内訳 表７　試験収入の推移　　　（千円）

３　発注者支援（受託）事業について

表８　令和６年度計画内訳

・工事積算
・工事設計書作成
・工事設計図書に基づく監督員の権限行使等
・受託対象工事
　　河川、橋梁、道路、舗装、砂防、公園、
　　下水道工事等

表９　受託収入の推移

※R０5年度の実績は見込み

10

発注者支援内容

積算及び現場監督等
業務

事前登録及びデータ
 ベース作成業務

橋梁点検代行業務

合　　　計 99,200

契約件数

・総合評価方式の事前登録補助、企業評価
のデータベース化等

Ｒ０４年度
Ｒ０３年度1,800

100,300
2,500 700

－ 100
Ｒ０６年度（計画）

年度

計画

実績 94,89031,598 27,626 44,622

H２９年度 H３０年度 Ｒ０１年度 Ｒ０２年度 Ｒ０３年度

48,058 72,465

26,000 45,00037,000

1

7

2

受託予定額
（千円）

受　　　託　　　内　　　容

34,700

Ｒ０４年度

70,800 99,20086,90074,000

Ｒ０２年度

Ｒ０5年度

78,600

12,000

8,600

37,200 101,000合　　　　　計

金　　額
115,360
118,132
114,895
105,787
105,601
108,624
101,000
101,000

試験種別
年度

・市町村の橋梁点検業務の代行

84,419

Ｒ０6年度

31,400

（委託）コンクリート試験
小　　　　計

Ｈ３０年度

Ｒ０５年度（見込）

26,800

4,590

Ｒ０６年度計画
本　数 金額（千円）

35,200
29,410

年度別
Ｈ２９年度

Ｒ０１年度
アスファルト関係
コンクリート関係
土質関係
その他の試験
計
その他（証明書代他）

36,400
270

34,700 100,200
430

令和６年度においても、県内公共事業の円滑かつ効率的な執行を図るため、引き続き県

及び市町村発注工事の積算業務、事前登録及びデータベース作成業務及び市町村が行う橋

梁定期点検の代行業務等を受託し、発注者の支援を計画しています。 

試験事業は、県内の建設工事の資材について適切な品質を確保するため、関係業界か

ら派遣されたコンクリート、アスファルト及び土質試験に関する専門技術者を中心に、

各種基準（JISや日本道路協会が定めた基準）に則り、これまでどおり厳格で正確な試

験を実施して参ります。また、県内建設産業が求める高度な試験ニーズに対応でき、信

頼される試験機関として存立するよう、職員の技術研鑽や試験機器の充実などに務めて

参ります。 

 令和６年度の収入額については、半導体関連企業の進出等に伴う民間工事が落ち着い

て来ていることから、令和５年度の実績とほぼ同額といたしました。 


